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会計監査人の状況

－ 25 －

②反社会的勢力からの不当要求等に毅然とした態度で対応するため、不当要求防止責任部
署を｢危機管理部｣とし、社内教育研修や事案の対処を行う。

③｢危機管理部｣は、警察当局、弁護士等の外部専門機関と連携のもと、情報の収集を行う。
また、社内に不当要求防止責任者を設置し、社内ネットワークの整備、事案発生時に迅
速に対処できる社内体制を構築する。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
（注）１．本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満の端数を四捨五入して、比率については

表示単位未満の端数を四捨五入して、それぞれ表示しております。
２．記載金額には消費税等は含まれておりません。
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連結貸借対照表

－ 26 －

連 結 貸 借 対 照 表
（平成25年６月30日現在）

　 (単位：百万円)
資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
買 取 債 権
商 品 及 び 製 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
敷 金 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

143,391
31,698
5,371
6,738

85,997
2,210
3,987
7,428
△38

243,231
186,094

66,097
11,008

107,905
1,084

11,974
4,640
7,334

45,163
5,137
1,136
2,261

658
31,762
6,625

△2,416

流 動 負 債 121,170
買 掛 金 48,036
短 期 借 入 金 14,286
一年内返済予定長期借入金 11,726
一 年 内 償 還 予 定 社 債 20,130
一年内償還予定転換社債 350
未 払 費 用 6,431
未 払 法 人 税 等 6,746
ポ イ ン ト 引 当 金 221
そ の 他 13,244

固 定 負 債 95,274
社 債 48,640
長 期 借 入 金 31,374
デ リ バ テ ィ ブ 債 務 65
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 337
資 産 除 去 債 務 2,521
負 の の れ ん 964
そ の 他 11,373

負 債 合 計 216,444
純 資 産 の 部

株 主 資 本 167,233
資 本 金 20,613
資 本 剰 余 金 23,416
利 益 剰 余 金 123,207
自 己 株 式 △3

その他の包括利益累計額 △889
その他有価証券評価差額金 736
為 替 換 算 調 整 勘 定 △1,625

少 数 株 主 持 分 3,834
純 資 産 合 計 170,178

資 産 合 計 386,622 負 債 及 び 純 資 産 合 計 386,622
（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連結損益計算書

－ 27 －

連 結 損 益 計 算 書

(平成24年 7 月 1 日から
平成25年 6 月30日まで )

　 　 (単位:百万円)
科 目 金 額

売 上 高 　　 568,377
売 上 原 価 　　 418,570

売 上 総 利 益 　　 149,807
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　　 117,438

営 業 利 益 　　 32,369
営 業 外 収 益 　　 　　

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 522 　　
負 の の れ ん 償 却 額 628 　　
受 取 手 数 料 378 　　
そ の 他 1,324 2,852

営 業 外 費 用 　　 　　
支 払 利 息 及 び 社 債 利 息 1,460 　　
社 債 発 行 費 202 　
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 146 　　
そ の 他 212 2,020

経 常 利 益 　　 33,201
特 別 利 益 　　 　　

固 定 資 産 売 却 益 5 　　
投 資 有 価 証 券 売 却 益 505 　
関 係 会 社 株 式 売 却 益 602 　
そ の 他 150 1,262

特 別 損 失 　　 　　
固 定 資 産 売 却 損 126 　　
減 損 損 失 317 　　
固 定 資 産 除 却 損 296 　　
店 舗 閉 鎖 損 失 144 　　
そ の 他 198 1,081

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　　 33,382
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 11,463 　　
法 人 税 等 調 整 額 △135 11,328
少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 　 22,054
少 数 株 主 利 益 　　 913
当 期 純 利 益 　　 21,141

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
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連結株主資本等変動計算書

(平成24年 7 月 1 日から
平成25年 6 月30日まで )

　 　 (単位:百万円)

　
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成24年7月1日　期首残高 19,664 22,466 104,463 △3 146,590

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 　 　 　 　 　

新 株 の 発 行 949 949 　　 　　 1,899

剰 余 金 の 配 当 　　 　　 △2,392 　　 △2,392

当 期 純 利 益 　　 　　 21,141 　　 21,141

連 結 範 囲 の 変 動 　　 　　 △5 　　 △5
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

　　 　　 　　 　　 -

連結会計年度中の変動額合計 949 949 18,744 - 20,643

平成25年６月30日 期末残高 20,613 23,416 123,207 △3 167,233

　
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少 数 株 主
持 分 純資産合計

　
そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包
括利益累計
額 合 計

　

平成24年7月1日　期首残高 △391 △3,004 △3,395 2,540 145,735 　　

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 　 　 　 　 　 　

新 株 の 発 行 　　 　　 　　 　　 1,899 　　

剰 余 金 の 配 当 　　 　　 　　 　　 △2,392 　　

当 期 純 利 益 　　 　　 　　 　　 21,141 　　

連 結 範 囲 の 変 動 　　 　　 　　 　　 △5 　　
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

1,127 1,379 2,506 1,294 3,799 　　

連結会計年度中の変動額合計 1,127 1,379 2,506 1,294 24,443 　　

平成25年６月30日 期末残高 736 △1,625 △889 3,834 170,178 　　

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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貸借対照表
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貸　借　対　照　表
（平成25年６月30日現在）

　 (単位：百万円)
　資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 金　　　額　 科　　　目 金　　　額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
前 払 費 用
立 替 金
預 け 金
繰 延 税 金 資 産
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
そ の 他

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
敷 金 保 証 金
保 険 積 立 金
出 店 仮 勘 定
そ の 他
貸 倒 引 当 金

99,772
17,066
5,065

62,856
1,421
2,806
3,180
1,724
3,713
1,955
△14

211,490
103,961

38,665
3,551
7,029

53,931
785

5,575
101,954

3,105
50,353

942
19,434
2,253

619
20,695
1,702
3,265

465
△879

流 動 負 債 96,060
買 掛 金 39,524
一年内返済予定長期借入金 11,126
一 年 内 償 還 予 定 社 債 19,830
一 年 内 償 還 予 定 転 換 社 債 350
未 払 金 4,808
未 払 費 用 4,494
未 払 法 人 税 等 5,899
預 り 金 8,400
そ の 他 1,629

固 定 負 債 73,737
社 債 47,140
長 期 借 入 金 21,174
デ リ バ テ ィ ブ 債 務 65
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 337
資 産 除 去 債 務 2,434
そ の 他 2,587

負 債 合 計 169,797
純　資　産　の　部

株 主 資 本 140,943
資 本 金 20,613
資 本 剰 余 金 23,416

資 本 準 備 金 21,920
そ の 他 資 本 剰 余 金 1,495

利 益 剰 余 金 96,917
利 益 準 備 金 23
そ の 他 利 益 剰 余 金 96,894

別 途 積 立 金 79,400
繰 越 利 益 剰 余 金 17,494

自 己 株 式 △3
評 価 ・ 換 算 差 額 等 522

その他有価証券評価差額金 522
純 資 産 合 計 141,465

資 産 合 計 311,262 負 債 及 び 純 資 産 合 計 311,262
（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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損益計算書
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損　益　計　算　書

(平成24年 7 月 1 日から
平成25年 6 月30日まで )

　 　 (単位:百万円)
科 目 金 額

売 上 高 　 394,261
売 上 原 価 　 291,741

売 上 総 利 益 　 102,520
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 79,044

営 業 利 益 　 23,476
営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 836 　
受 取 手 数 料 286 　
受 取 賃 貸 料 269 　
そ の 他 1,213 2,604

営 業 外 費 用 　 　
支 払 利 息 及 び 社 債 利 息 1,298 　
社 債 発 行 費 154 　
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 43 　
そ の 他 161 1,656

経 常 利 益 　 24,424
特 別 利 益 　 　

固 定 資 産 売 却 益 2 　
投 資 有 価 証 券 売 却 益 503 　
関 係 会 社 株 式 売 却 益 145 　
そ の 他 104 754

特 別 損 失 　 　
固 定 資 産 売 却 損 112 　
固 定 資 産 除 却 損 82 　
店 舗 閉 鎖 損 失 76 　
投 資 有 価 証 券 評 価 損 60 　
そ の 他 14 344

税 引 前 当 期 純 利 益 　 24,834
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 9,938 　
法 人 税 等 調 整 額 △192 9,746
当 期 純 利 益 　 15,088

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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株主資本等変動計算書
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株主資本等変動計算書

(平成24年 7 月 1 日から
平成25年 6 月30日まで )

　 　 (単位:百万円)

　

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 その他資本

剰 余 金
資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平成24年7月1日　期首残高 19,664 20,971 1,495 22,466 23 71,400 12,798 84,221 △3 126,348

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

新 株 の 発 行 949 949 　 949 　 　 　 　 　 1,899

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 　 △2,392 △2,392 　 △2,392

当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 　 15,088 15,088 　 15,088

別途積立金の積立 　 　 　 　 　 8,000 △8,000 - 　 -

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 -

事業年度中の変動額合計 949 949 - 949 - 8,000 4,696 12,696 - 14,595

平成25年６月30日期末残高 20,613 21,920 1,495 23,416 23 79,400 17,494 96,917 △3 140,943

　
評価・換算差額等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

平成24年7月1日　期首残高 △397 △397 125,951

事業年度中の変動額 　 　 　

新 株 の 発 行 　 　 1,899

剰 余 金 の 配 当 　 　 △2,392

当 期 純 利 益 　 　 15,088

別途積立金の積立 　 　 -

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) 920 920 920

事業年度中の変動額合計 920 920 15,515

平成25年６月30日期末残高 522 522 141,465

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告
　 独立監査人の監査報告書 　
　 平成25年８月29日　
　株式会社ドン・キホーテ 　
　　取締役会　御中 　
　 ＵＨＹ東京監査法人 　

　
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 原 　 伸 之 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 谷 田 修 一 ㊞

　

　 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ドン・キホーテの平成24年７月１日か
ら平成25年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　
連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社ドン・キホーテ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
強調事項

重要な後発事象に関する注記に、純粋持株会社体制への移行を目的とする会社分割、シンガポール共和
国における子会社の設立及び米国における株式取得による新規連結子会社の買収に関する事項が記載され
ている。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
　 独立監査人の監査報告書 　
　 平成25年８月29日　
　株式会社ドン・キホーテ 　
　　取締役会　御中 　
　 ＵＨＹ東京監査法人 　

　
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 原 　 伸 之 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 谷 田 修 一 ㊞

　

　 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ドン・キホーテの平成24年７月
１日から平成25年６月30日までの第33期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
　
計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
強調事項

重要な後発事象に関する注記に、純粋持株会社体制に移行するための会社分割に関する事項が記載され
ている。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。　
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告

　 連結計算書類に係る監査報告書 　

　 当監査役会は、平成24年７月１日から平成25年６月30日までの第33期事業年度に係る
連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表）に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作
成し、以下のとおり報告いたします。
　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、連結計算書類につ
いて取締役及び使用人等から報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から、「職務の遂行が適正に行われることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基
準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る連結計算書
類について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　会計監査人ＵＨＹ東京監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑵　会計監査人の職務の執行が適正に実施されることを確保する為の体制について

は、特に指摘すべき事項は認められません。

　

　 平成25年９月６日 　
　 株式会社ドン・キホーテ　監査役会 　

　

常勤監査役 大 年 康 一 ㊞
常勤監査役 井 上 幸 彦 ㊞
監　査　役 福 田 富 昭 ㊞
監　査　役 岩 出 　 誠 ㊞
監　査　役 本 郷 孔 洋 ㊞

　

　（注）常勤監査役井上幸彦、監査役福田富昭、監査役岩出誠及び監査役本郷孔洋は、会社法第２条第16号
及び第335条第３項に定める社外監査役であります。
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監査役会の監査報告
　 監　査　報　告　書 　
　 当監査役会は、平成24年７月１日から平成25年６月30日までの第33期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役

が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締
役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門そ
の他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席
し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職
務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものと
して会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備
されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及
び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査

人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適
正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に
基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明
細書について検討いたしました。

　
２．監査の結果

⑴　事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業

報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果

一　会計監査人ＵＨＹ東京監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
二　会計監査人の職務の執行が適正に実施されることを確保するための体制については、特に指摘すべき事項は認められ

ません。

　

　 平成25年９月６日 　
　 株式会社ドン・キホーテ　監査役会 　

　

常勤監査役 大 年 康 一 ㊞
常勤監査役 井 上 幸 彦 ㊞
監　査　役 福 田 富 昭 ㊞
監　査　役 岩 出 　 誠 ㊞
監　査　役 本 郷 孔 洋 ㊞

　

　（注）常勤監査役井上幸彦、監査役福田富昭、監査役岩出誠及び監査役本郷孔洋は、会社法第２条第16号及び第335条第３項
に定める社外監査役であります。

　

以　上
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株主総会参考書類
　
第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は株主の皆さまへの利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当の維持
を基本としながら、今後の事業展開等を勘案して以下のとおり当期の期末配当及びその他の
剰余金の処分をさせていただきたいと存じます。
１．期末配当に関する事項

⑴　配当財産の種類
　金銭といたします。

⑵　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金23円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は1,790,840,628円となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
平成25年９月27日

２．その他の剰余金の処分に関する事項
⑴　減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 8,000,000,000円
⑵　増加する剰余金の項目とその額

別途積立金 8,000,000,000円
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第２号議案　監査役１名選任の件
監査役井上幸彦氏、岩出誠氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますの

で、当社の監査体制の現況を鑑み、監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

ふ り が な

氏　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

いの

井
うえ

上
ゆき

幸
ひこ

彦
(昭和12年11月４日生)

平成 ６年 ９月 警視総監

0株

平成15年 ９月 公益財団法人日本盲導犬協会理事長（現任）
平成18年 ６月 東光電気工事株式会社社外監査役（現任）

株式会社朝日工業社社外取締役（現任）　
平成21年 ９月 当社　監査役
平成23年 ３月 公益財団法人合気道養神会理事長（現任）
平成
平成

23
24

年
年

６
６

月
月

株式会社全日警社外監査役（現任）
当社　常勤監査役（現任）

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．井上幸彦氏は、社外監査役候補者であります。なお、当社は、井上幸彦氏を東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
３．井上幸彦氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての在任期間は、本定時株

主総会終結の時をもって４年となります。
４．井上幸彦氏は、警視総監等の要職を歴任された経験を活かし、客観的な立場から当社の社外監査役

としての職務を適切に遂行されると判断して、社外監査役候補者としております。　
　
第３号議案　退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

本定時株主総会終結の時をもって任期満了により監査役を退任される岩出誠氏に対し、在
任中の労に報いるため、当社所定の基準に従い、相当額の退職慰労金を贈呈したいと存じま
す。また、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、監査役の協議によることにご一任願い
たいと存じます。

退任監査役の略歴は次のとおりであります。
ふ り が な

氏　　　　　　　名 略 歴
いわ

岩
で

出 　
まこと

誠 平成17年 ９月 当社監査役（現任）

以　上
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地図

　

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図　 会場：東京都港区元赤坂二丁目２番23号
明治記念館　２階　蓬莱の間
TEL 03－3403－1171　

至新宿
ＪＲ中央線・総武線

慶應義塾大学病院

首都高速4号新宿線

絵画館

明治神宮
外　　苑

権田原交差点

交番

入口

至東京・千葉

信濃町駅

東宮御所

交番

新青山ビル

青山通り

Ａ1出口

1番出口

国立競技場

外
苑
東
通
り

神宮球場

ホンダ青山ビル

秩父宮
ラグビー場

青山一丁目駅

国立競技場駅

明治記念館

　 交通　ＪＲ（中央線・総武線）信濃町駅より徒歩３分（約400ｍ）
　　　地下鉄（銀座線・半蔵門線・大江戸線）青山一丁目駅（１番出口）より徒歩６分

（約600ｍ）
　　　地下鉄（大江戸線）国立競技場駅（Ａ１出口）より徒歩６分（約700ｍ）　

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。




